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１．はじめに
近年，中国では労働力不足が顕在化しているが，とくにその影響が顕著な
のは，労働集約型の製造業の現場である。日系企業における製造業のワー
カーと非製造業のスタッフとの賃金を比較すると，製造業の賃金は非製造業
を大きく下回っており１），製造業の労働力不足は深刻である。
こうした状況に対し，各企業は賃金水準の引き上げなど，さまざまな方策
を講じている。一般に，待遇改善においては，賃金の引き上げ，有給休暇の
拡大，研修制度の充実等に重点を置くことが多く，とくに労働力確保におい
ては，賃金の引き上げが第一に取られる対応である。しかし，近年の中国の
賃金水準は，すでに国際的にみても高い水準に達しているとの見解もあり，
これ以上の大幅な引き上げは短期的には限界があるだろう。
こうした中で，待遇改善の一方策として，福利厚生制度を充実させること
によって，労働力の確保を目指す日系企業も少なくない。具体的には，社員
食堂（以下，「社食」とする）の拡充を図る企業が登場している。
中国に進出している日系企業のうち約半数が従業員に対し社食を含む食事
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手当を設けているが２），その中には，従来のメニュー（以下，「一般食」とす
る）に日本食をはじめとする外国料理（以下，「外国食」とする）を加える
など，社食のメニューを充実させている企業も少なくない。これは，近年の
労働者の離職理由として，給与，食事，労働強度などがあげられているこ
と３）をふまえたもので，現在では，社食等の社員の食事環境は労働者の離職
を左右する大きな要因の一つとなっている。
しかし，近年の中国における労働力確保に関する先行研究においては，社
食に言及したものは少なく，中国の社食に焦点を当てた研究はあるものの，
研究視点は主にその食材調達について分析されているため，社食が労働現場
および離職に与える影響などについての言及は限られているのが現状であ
る４）。
こうした状況の中，本稿の研究対象である，日本でコントラクトフード
サービス５）を展開している「株式会社グリーンハウス」（以下，「GH社」とす
る）は，２００７年に中国に進出後，２０１０年に独資で企業を設立し，その後，
中国国内各地に会社を設立，現在２４カ所の社食を運営し，各クライアント
の社食の充実を図っている注目すべき企業である。
そこで本稿では，GH社を事例に，中国におけるコントラクトフードサー
ビスの展開について現地調査，関係資料等をもとに分析し，その現状と課題
を明らかにし，今後の展開について検討していく。
２．中国におけるコントラクトフードサービスの現状
中国産業信息網によると，中国のコントラクトフードサービス業は４つの
段階を経て発展してきたと指摘している６）。１９９０年以前の第１段階は，各企
２）パソナカンパニーグローバル事業部（２０１６）より。
３）高原彦二郎・陳軼凡編著（２０１１）より。
４）菊地昌弥（２００５），森路未央・原田忠直・大島一二（２０１２）参照。
５）企業や官公庁，学校等からフードサービスを委託契約（コントラクト）されて行
う給食事業のこと。
６）中国産業信息網２０１７年１月５日付「２０１６年我国团餐行业发展概况分析及展望」
参照。
２ 桃山学院大学経済経営論集 第６０巻第１号
業や学校の付属施設として大規模な食堂が設けられていた時期である。しか
し，１９９０年から１９９８年にかけての第２段階においては，ビジネス街や学校
へ食事をケータリングするサービスが登場し，食堂の運営は徐々に先進的な
管理を行う専門の給食事業者へと転換していった。そして，１９９８年から
２００２年の第３段階にかけて，ケータリングサービスは次第にビジネス街や
企業，学校の中で食堂を運営するようになり，本格的なコントラクトフード
サービスが登場した。その後，２００２年から現在に至るまで，コントラクト
フードサービス業界は産業規模の拡大を続けていると分析している。
図１を参照すると，中国のコントラクトフードサービスの市場規模は，
２００９年の３，６５４億元から２０１５年には９，３１９億元と約２．５倍に拡大してい
る７）。また，中国料理協会が発表した「２０１５年コントラクトフードサービス
企業トップ５０分析報告」によると，上位５０社の営業収入は２０１４年の２５９
億２，６６０万元から２０１５年の３２２億７，５３０万元へと２４．５％拡大している８）。
このように市場規模が拡大する一方で，給食に支払う１人当たりの消費金
額は８元以下が５割以上を占めるなど必ずしも単価は高くない９）。また食材
調達をみると，調理品比率が低く，提供される食事の９割近くが食事を提供
する当該食堂の厨房設備で調理されている（図２参照）。つまり，１人当た
り消費金額が低いにもかかわらず，調理が簡便化されていない状況であるこ
とがうかがえる。
こうした現状の背景には，中国のコントラクトフードサービス業の集中度
が低いことが指摘できよう。上述したように，中国でコントラクトフード
サービスが登場したのは約１５年前であり，中国のコントラクトフードサー
ビスは比較的新しい産業である。そのため，個人経営や中小規模の給食事業
７）中国産業信息網２０１７年７月６日付「２０１７年中国团膳及快餐行业市场需求规模，
需求格局，价格需求，渠道分布，渠道特征」参照。
８）中国食品報２０１６年５月１８日付「团餐发展大势：多业态 跨区域 多门店经营」参
照。
９）注釈６の資料では，２０１５年の給食およびファストフード業界における１人当た
り消費金額について言及している。１人当たり消費金額が１５元以上は１８％，同
８～１５元は３１％，同８元以下は５１％となっている。
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図１ 中国のコントラクトフー ドサ ビース業の市場規模の推移
出所：中国産業信息網２０１７年８月１５日付「２０１７年中国团膳行业
规模发展状况分析」より作成。
図２ 調理品比率および厨房調理比率の推移
出所：中国産業信息網２０１７年７月６日付「２０１７年中国团膳及快餐行业市
场需求规模，需求格局，价格需求，渠道分布，渠道特征」より作成。
者が全体の９割以上を占めているのが現状である１０）。
１０）中国産業信息網２０１７年８月１５日付「２０１７年团膳业竞争格局分析」より。小規
模企業が６３．７％と最も多く，中規模企業が２７．４％を占める。大規模企業は
８．９％と１割にも満たない。
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同信息網によると，限られた地域内で食堂を運営する企業が多く，全国展
開している企業がほとんどみられないため，中小規模の企業が大多数を占め
ていると分析している。こうした状況にある中，世界三大コントラクトフー
ドサービス企業３社１１）が中国に進出している。主に多国籍企業をクライアン
トとし，市場全体の約５％を占めている。現状では集中度が低い産業である
が，近年，人件費や原材料費が上昇していることを考慮すると，今後業界内
での合併や買収が進む可能性は高まっている。
他方，中国料理協会および中国のオンライン料理注文サイトを運営する
「美餐」１２）が発表した「２０１６中国コントラクトフード業界における消費のレベ
ルアップに関する報告」では，消費者の給食における衛生基準や食材・サー
ビスの質にたいする意識が変化していることについて言及している１３）。同報
告では，消費者は給食において衛生管理および品質を重視する傾向が強く
なっている状況にあるにもかかわらず，現状では消費者が満足するレベルに
達していないと指摘している。こうした意識は，学生やホワイトカラーの間
で高まっており，食事の価格や量よりも，衛生管理や食堂の雰囲気，健康的
なメニュー構成，食材の品質の高さやサービスなどのレベルアップを求めて
いると分析している。
以上のように，中国のコントラクトフードサービス業は，市場規模が拡大
する中で，消費者のニーズが多様化している。今後，こうした消費者ニーズ
に対応できるコントラクトフードサービス企業の需要が高まると考えられ
る。
１１）中国産業信息網２０１７年１月５日付「２０１６年我国团餐行业市场集中度分析」よ
り。フランスのSODEXHO社，アメリカのARAMARK社，イギリスのCompass
社のことを指す。３社とも中国のコントラクトフードサービス業界トップ１０に
入っている。
１２）「美餐」は２０１１年に設立。北京軽松毎餐科技有限公司に属し，インターネット上
で「美餐網」を開設している。従業員に食事を提供する企業をターゲットに，料
理注文サイトを運営している。
１３）中国網２０１７年４月２８日付「团餐市场消费升级趋势明显」参照。
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３．日系コントラクトフードサービスの展開
（１）事例企業の概要
上述したGH社は，２００７年に「北京振達餐飲有限公司」と合弁事業の契約
を提携し，２００８年から中国での事業を開始したものの，当時の事業内容は，
実際には，給食事業は中国側が運営し，GH社はノウハウの提供のみの限定
されたものであった。そのため，GH社が直接運営すると想定していたクラ
イアントである日系企業からのクレームが絶えず，合弁を組むメリットが薄
れ，後に合弁を解消するに至っている。
その後の２０１０年，天津市に独資で「天津緑膳餐飲管理服務有限公司」を
設立し，大連市，無錫市，広州市にも独資の事業会社を設立している。２０１６
年１２月現在，大連市４店舗，北京市４店舗，天津市７店舗，無錫市１１店
舗，広州市８店舗，全部で２４カ所の社食を運営している。そのうち，韓国
企業が１店舗，中国企業が１店舗で，その他の店舗はすべて日系企業であ
る。ピーク時の４０店舗には及ばないものの，ここ数年は日系企業の事務所
移転情報，新たな開発区の完成情報等１４）をもとに，日系企業へのセールスを
強化するなど，積極的な営業活動を展開している。
（２）クライアントとの契約内容
この業界における契約方式には，食単価契約方式と労務委託契約方式があ
る。食単価契約方式は食材調達から人材派遣等すべてをGH社が行うが，労
務委託契約方式は人材派遣のみGH社が行い，食材調達はクライアントが行
う点が異なっている。給食事業は一般的にクライアントとの交渉で細部の契
約条件を決定するため，現在受託している２４店舗それぞれで契約期間や契
約内容は異なる。
１４）クライアントの事務所移転は，以前から使っている社食を手放すタイミングであ
る。新規建設するとなると，必ず社食の話が持ち上がるため，新規開発区に移転
する企業に社食運営の提案をする。実際，事務所移転は新規で食堂を開設するた
め，日本で培ってきたGH社のノウハウが図面作成の段階から厨房設備や導線に
組み込まれ，中国側の厨房設備企業が提案してきた経費よりもコストが削減され
る効果が見られたという。
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契約期間は独資の日系企業の場合，１年契約の自動更新が多いが，中国と
の合弁企業などは，最短で３カ月，半年などクライアントによって契約期間
は異なる。また，クライアントが３年契約を希望したとしても，契約内容が
GH社にとって不利な場合は，契約期間を短くすることもある。GH社とクラ
イアントとの契約は，クライアントの総務担当者との交渉もしくは総経理の
意向で決まることが多いが，彼らが異動や退職すると契約終了となるケース
が多い１５）。そのため，中国での社食運営は，２～３年のサイクルで入れ替わる
ことが多く，５年以上続くクライアントは少ないという１６）。
食材調達については，GH社が食材調達する場合，GH社が安心・安全な社
食をセールスポイントにしていることもあり，トレーサビリティが明確な食
材を選択するとともに，それに見合った価格で調達できるように常に市場調
査を行っている。一方，労務委託契約方式における食材調達はクライアント
に一任しており，食材で安心・安全が確保されない事態になった場合は，ク
ライアントが責任を負うシステムである。
GH社が受託している日系企業の食単価は１０～１５元／食であるが，最近で
は，中国企業の中にも日系企業より高い食単価（約２０元／食）を提示する企
業もあるという。しかし，建築許可証や営業許可証等の取得において不備が
多く，GH社は企業コンプライアンスを重視し，許可証等の取得や法令順守
に問題がある場合は原則契約しない方針をとっている。
（３）衛生管理
中国におけるGH社の従業員数は約７００人で４０代後半が多く，約７割が女
性である１７）。中国では地域によって食文化が大きく異なることから，クライ
１５）特に，日本人の総経理や総務担当者が帰国した後は契約終了が多い。中国人の総
務担当者の中には，地元の給食事業社との癒着関係を構築していることもあり，
総経理や総務の交代後，新しい総務担当者は自分にとって都合のいい給食事業社
を採用することがあるという。
１６）２０１６年は総経理や総務が入れ替わるタイミングが重なり店舗数が減少した。
１７）幹部層は数人程度で，調理師が８０～１００人，面点師（点心や麺料理専門の調理
師）の有資格者が５０～６０人である。
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アントとの交渉の際に，ワーカーの出身地についてのヒアリングを行う。ヒ
アリング結果をもとに，GH社は一般食でも辛味の強い料理と強くない料理
等，味付けの異なる料理を用意している。ワーカーの出身地に合わせた料理
を提供することによって，ワーカーの満足度を高め，労働意欲の向上につな
げることを目的としているのである。こうした背景から，多数のワーカーの
出身地出身の調理師を手配するように配慮している。
上述したようにGH社は安心・安全をセールスポイントにしているため，
調理師の衛生管理１８）の意識を高める研修に力を入れている。GH社では日本
の社食で行っている衛生管理体制をベースに，中国の衛生法規や衛生基準に
基づいて管理を行うとともに，日本から衛生指導者を派遣し，定期的に巡回
チェックを行っている。衛生管理を徹底するには，厨房設備に慣れる必要が
あるため，開店１週間前から住み込みの寮を用意し，クライアントの既存の
厨房設備で衛生管理の研修を行っている。新規で開業するクライアントの場
合は，運営開始１カ月前から新しい厨房設備で研修しているという１９）。ま
た，中国の調理師を日本に派遣し，日本の衛生管理を習得する研修も実施し
ている。日本での研修では，衛生管理だけでなく，日本人調理師やスタッフ
の作業効率やサービス精神にたいする意識の高さにも触れているという。
なお，GH社は，安心・安全な社食の提供を徹底するため，現状ではケー
タリング事業は行っていない。実際には，GH社の設備や技術力を活用すれ
ばケータリング事業を展開することは可能である。しかしケータリング事業
は，提供できるメニュー数が限定され，供給量の調整が難しい上に，出来た
ての状態を維持することも困難であり，食中毒のリスクも高まるなど，制約
要因が多いからである。しかし，中国では，食堂を設置する許可が下りない
などの理由で，厨房施設を導入できない事務所や工場が多いことも事実であ
り，これらの多くは他社のケータリング事業を導入している企業が多いとい
１８）手洗いの回数や時間，食材管理，調理場の清掃等のチェックシートが用意されて
おり，その内容について細かく決められている。
１９）研修期間中は，儲けはないが給料を支給している。中国の同業他社で研修中から
支給する企業は少ないという。
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う。こうした事務所や工場等が移転等で新たに工場の敷地内に社食を設ける
場合，GH社のセールスにより，他社のケータリング事業からGH社が運営す
る厨房完備の食堂に転換するケースは増えているという。
（４）メニューの傾向
食事の提供回数は企業によって異なるが，日本のように昼食だけを提供し
ているのは２社のみで，ほとんどが３食（朝，昼，晩）プラス軽食のよう
に，一日の提供回数が多い。場所によってメニューのニーズは異なるが，上
述したようにGH社は一般食でも辛味の強い料理と強くない料理を用意して
いる。例えば，広東省の店舗の場合，内陸の四川省，湖北省，湖南省等の地
域からの出稼ぎ労働者のために，辛味の強いメニューを用意している。出稼
ぎ労働者の出身地の味付けに合わせた料理を提供する他に，中国の特色料
理，さらに日本食やピザ，ハンバーガーやタイ料理等の外国食を提供してい
る。GH社が提供する料理は，基本的に油の使用量を抑えているという。数
年前までは「油が少ない」というクレームが多かったが，近年では「油が多
すぎる」という逆のクレームが出るようになり，社員の嗜好は経済発展とと
もに変化している。
GH社によると，比較的高い技術が求められる自動車，自動車部品メー
カー，技術系の研究所等の工業系企業では，メニューを多様化するなど食事
の質を重視するため食単価は高めとなるという。一方，繊維や電子部品等の
労働集約型業種は，食事の量を重視するため食単価は低いという。特に，広
東省内に注目すると，労働集約型業種が多い東莞市，深圳市は食単価が低
く，自動車メーカーが多い広州市は食単価が高いなど，エリアによっても食
単価の差があるという。業種や地域によってクライアントが求めるメニュー
の質や量が異なっているのが現状である。
業種や地域だけではなく，ワーカーの年齢階層によっても好みに差が存在
する。１０代，２０代は健康志向が強く，上述した油の使用量を抑えた料理を
提供するGH社のメニューは好評である。また，こうしたメニューは油の使
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用量が少なくなり，GH社にとって原価が低く抑えられるというメリットも
あるという。こうした状況をふまえ，GH社は，今後油の使用量を抑えたメ
ニューを導入する企業が増えると見込んでいる。
４．日系コントラクトフードサービス導入による効果
GH社の他社にない特徴は，外国食の供給に注力している点である。外国
食は食材原価が高いため食単価は２０～３０元／食に設定されており，ワーカー
の食事手当を超過する場合が多い。これにたいして，一般食はワーカーの食
事手当の金額分で賄われるように，食単価は１０～１５元／食に設定されてい
る。上述したように，業種や地域によってクライアントが求めるメニューの
質や食単価が異なることから，外国食を常設している企業は７～８店舗にと
どまっているのが実態である。また，常設ではないが，週１回や月１回のよ
うにスポット的に導入している企業が数社あり，その他の店舗は一般食のみ
である。このように，外国食のニーズ拡大には価格面での制約が大きく，現
状では導入している店舗も少ないが，GH社は外国食の需要が拡大傾向にあ
ることから，今後，供給を増加させる体制を整備しているという。
これは，外国食を導入することで以下のような効果が現れていることによ
る。GH社は，ある企業から契約条件として，一定の離職率を上回らないこ
とを提示されているが，今のところ，当該企業の離職率は前年比で低下して
いるという。いうまでもなく離職率の低下は外国食の導入だけではないもの
の，従業員ヒアリングによれば，一定の効果があったとの回答があった。ま
た，ヒアリング結果からは，外国食を選択しているのが１０代，２０代のワー
カーが多いという結果も得られている。
２００８年の北京オリンピックや２０１０年の上海万博の開催を機に，中国人が
外来文化に触れる機会が一気に拡大した。同時に，中国における食文化も多
様化し，街中には日本料理やイタリア料理等の外国食を提供する飲食店が急
速に増加している。１０代，２０代のワーカーは，幼いころから中国料理以外
の食事に触れる機会が増えているため，３０代や４０代に比べて外国食への抵
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抗がない。ワーカーたちは，工場の外に出ればハンバーガーやカレーライ
ス，パスタ等の外国食を食べることができる環境にあるが，彼らの賃金から
するとその金銭的負担は重い。GH社が受託しているある日系企業の社食の
場合，ワーカーの食事手当は１７元／食に設定されているが，外国食は３０元／
食である。この結果，外国食を選択した場合，差額の１３元はワーカーの自
己負担となるが，工場の外の外国食と比べると比較的安価であることから選
択する社員も少なくないという。こうしたことから，工場内で外国食が選択
できることは，法定外福利を重視する１０代，２０代のワーカー２０）たちにとっ
て一定の魅力となっているという。
５．日系コントラクトフードサービスの課題と今後の展開
日系コントラクトフードサービスの導入により，労働力確保の面におい
て，一定の効果が得られていることが明らかになった。しかし，今後，GH
社が中国でコントラクトフードサービスを展開する上では，さらに以下の課
題が残っている。
１つは，メニューのレシピ化，マニュアル化が十分になされていないた
め，食材調達の際に必要のない食材まで注文し食材のロス率が高いことであ
る。もう１つは，メニューがデータベース化されていないため，残食率が高
くなっていることである。日本のGH社の社食では，メニューのレシピ化と
データベース化が十分になされているため，中国よりもロス率および残食率
は少ないという。メニューをレシピ化し食材のロス率を減らすこと，そして
メニューをデータベース化し食堂の規模に合わせた適切な食数をコンピュー
タが提案するシステムを導入し，残食数を減らすことが課題である。
また，GH社自身も人件費の上昇や労働力確保の課題に直面していること
を考慮すると，今後は調理品比率を高め，省力化を図る必要があろう。上述
したように，中国のコントラクトフードサービスでは，食堂で提供される食
２０）中国青年報２０１６年７月２７日付「调查显示：超六成“９０后”择业更看重软福利」
参照。
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事の９割近くを厨房設備で調理している。ヒアリングによると，中国では
コールドチェーンの整備が日本と比べて遅れているため，GH社の場合，冷
凍食品等の調理品比率は１０％程度にとどまるという。上海市等の華東地域
では，加工度の高い食品を多く製造しているため，調理品比率が他の地域よ
りも高いが，それでも日本よりも低い２１）状況にあるという。
以上のような課題は残るものの，GH社は今後の展開として，職圏食堂へ
の参入を考えている。職圏食堂とは，ビルのワンフロアに設置されているこ
とが多く，当該ビルに入居していない外部の一般客も利用できるが，ビルに
入居している企業の職員は割引価格で利用できる食堂のことである。また，
日本のGH社は介護分野にも参入していることから，今後は中国に進出して
いる介護関連の日系企業と連携し，中国の介護食分野への参入も視野に入れ
ている。いずれも食事の安心・安全や質が重視される分野である。特に介護
食は，１人１人の状況に応じて，メニュー構成や食品の形状を変えることが
求められる。消費者のニーズが多様化している状況をふまえると，GH社の
強みを生かせる分野はまだまだ残されているといえる。
６．まとめにかえて
本稿では，GH社の事業展開を事例とし，中国における日系コントラクト
フードサービスの現状を解明した。一般に中国の社食は，一日の提供回数が
多く，日本のようにメニューが多様化していない。そのため，食単価も必然
的に低く設定できる状況にある。また，提供回数が多いところほど，労働集
約型業種で低収益の業種が多く，業種間，地域間で食単価の差が発生してい
る。さらに，業種によってワーカーの教育水準が異なるため，資本集約型分
野では，おいしさ，新しさ，健康志向を重視した食事が選択されやすく，一
方で，労働集約型業種では作業工程上，高い学歴は求められないため，食事
の質よりも量を重視する傾向にあるという。
こうした特徴をふまえ，GH社は中国の同業他社と価格競争で優位な条件
２１）ヒアリングによると，日本では調理品比率が５０～６０％。
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を得ることが困難であることから，積極的に外国食等のメニューの多様化を
推進し，ワーカーの要望に出来る限り応えることで，収益性の高い企業食堂
事業を受託する戦略を進めている。この結果，食事の多様性や高品質に対す
るニーズが高い教育水準の高いワーカーが働く企業や業種をターゲットにす
ることで市場を拡大する戦略を進めている。
上述したように，地域や業種によって，求められる食事のニーズ等が異な
ることを考慮すると，この展開が中国全土の状況に当てはまるとは限らな
い。引き続き，視点を変えて中国における日系コントラクトフードサービス
の展開について注目していきたい。
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Current Status and Issues of
Japanese Contract Food Service Company in China
NESHI Azusa
OSHIMA Kazutsugu
In recent years, labor shortage has become surface in China. In response
to these aspect, companies have tried to enrich the menu of company
cafeteria, such as adding Japanese cuisine and other foreign cuisine to
traditional menus, trying to secure labor. Green House Co., Ltd., a contract
food service company in Japan that gained entry into China in 2007, has
focused on supplying foreign cuisine and contributes to securing the labor
of companies. In this paper, as an example of business development of
Green House, elucidated the current status of Japanese contract food
service in China. For foreign cuisine, the unit price of ingredients is high,
the unit price of meal may be more than double the workers’ meal
allowance. Expansion of the needs of foreign cuisine is limited by price.
Therefore, in the present circumstances, there are few company cafeterias
introducing foreign cuisine of Green House. Foreign cuisine of Green House
is often introduced at company cafeterias of industrial companies such as
automobile and technical laboratories. And, staff of such companies often
choose menus with emphasis on deliciousness, freshness and health
consciousness. On the other hand, labor-intensive industries are not
required to have high academic background in the work process.
Therefore, it tends to emphasis the quantity rather than the quality of the
meal. Some companies that introduced foreign cuisine have had a certain
effect on declining the turnover rate. And, many workers in their teens
and twenties who will be the center of future workers choose foreign
cuisine. It is difficult for the Green House to obtain advantageous conditions
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in price competition with other peers in China. But, the Green House
actively promotes the diversification of menus and has established a
system that can respond to requests of workers as much as possible. The
contract food service industry in China, while the market size is expanding,
the needs of consumers are diversifying. In the future, the demand for
contract food service companies that can respond to consumer needs will
increase. In this situation, the Green House is trying to expand the market
targeting companies and industries with high needs for meal quality and
companies and industries where workers with high education levels work.
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